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須　釜　幸　男　受療傾向と行動変容に関する社会医学的一考察
四つ目の「受診までの期間（上記「自覚症状の有無」の回答者による）」については、
最多が「1 週間以上 1 か月未満」17.6％で、次いで「1 日から 3 日」15.8％と回答数が多い。
これを自覚症状の有無別の期間でみると、「有」の場合が「1 日から 3 日」18.1％であり、





















Health is a state of complete physical, mental and social well-being and not merely 





（QOL: Quality of Life）の確保を視野に入れた、「健康」の維持・向上が必要である。
また受療導入への第二ハードルとなるのが、医療費の家計への負担である。特に低所得
と高齢の属性を中心に、有訴にありながら診療が困難に陥ってしまう状態だけは看過でき
―  169  ―
秋草学園短期大学　紀要  34  号（2017年）
ない。厚生労働省の調査 7）によれば、最新（平成 27 年度）の国民医療費は 42 兆 3,644 億円、
前年度の 40 兆 8,071 億円に比べ 1 兆 5,573 億円、3.8％の増加となっている。これを人口一
人当たりに換算すると、国民医療費は 33 万 3,300 円、前年度の 32 万 1,100 円に比べ 1 万 2,200
円、3.8％という顕著な増加となっている。そして国民医療費の国内総生産（GDP）に対
する比率は 7.96％（前年度 7.88％）、国民所得（NI）に対する比率は 10.91％（同 10.79％）
と、共に微増となっている。これに対し、ほぼ同時期（平成 27 年 1 月 1 日から 12 月 31
日の 1 年間、熊本県は除く）の一世帯当たり平均所得金額は 545.8 万円（前年 541.9 万円）8）、
生活意識（平成 27 年７月 16 日現在）が「苦しい（全 5 分類のうちの「大変苦しい」と「や
や苦しい」の合計）」とした世帯は 60.3％（前年 62.4％）9）であった。これを高齢者世帯に









LEARN の 5 段階を経て、医療の押し付けを防止することで、患者に対して主体的・能動
的な受診・受療を促すことが目的である 10）。
　L : Listen with sympathy and understanding to the patient’s perception of the 
problem
　E : Explain your perceptions of the problem
　A : Acknowledge and discuss the differences and similarities
　R : Recommend treatment






題点を「話し合う」のが、A の段階である。この時もまた、L や E の観点を残しつつの
働き掛けが不可欠である。そして、相談の末に医学的方針を医師から「勧め」るのが、R
段階である。この時、患者の異文化的枠組みに十分、配慮を尽くして、医学的最善を押し
































もう一つの方法として、「健康信念モデル（HBM: Health Belief Model）」がある。「LEARN
アプローチ」の場合は、患者の文化的背景への共感が前提にあったが、こちらの場合は或
る危機・脅威に対し、予防行動のメリットとデメリットを秤に掛けて、患者に行動の自覚
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① 無関心期：＜情報提供（効果とリスク）＞ 経過良好 → ②に
② 関心期：＜動機付け、自信持つ、障害排除＞ 経過良好 → ③に
③ 準備期：＜実行・継続可能なプラン、決意固め＞ 経過良好 → ④に
④ 行動期：＜成功行動の強化、周囲の支援＞ 経過良好 → ⑤に
⑤ 維持期：＜再発予防、周囲の支援＞ 経過良好 → ⑥に
⑥ 確立期
現実形の流れ
⑤ 維持期：＜再発予防、周囲の支援＞ 経過不良 → ＊再発期に











日本医師会の調査によると 15）、「かかりつけ医 16）がいる」の回答者は全体（1,200 人）
の 55.9％（「いない」回答は 29.1％）であった。これを年代別に視ると、70 歳以上が
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類すると、かかりつけ医の人数は、1 人が 7 割弱（67.2％）、2 人が 24.7％、3 人以上が 7.9％
であった。医師（かかりつけ医が 1 人の回答に限る）の所属先でみると、診療所の割合は
83.4％で、中小病院が 13.5％、大病院が 3.1％であった。その医師の診療科（2 人以上の回
答者は、最もよく相談に行く、かかりつけ医の診療科）を尋ねたところ、8 割以上（81.5％）
は内科で、外科（4.6％）と整形外科（4.6％）が続いた。
「かかりつけ医がいる」回答（671 人）の過去 1 年間の受診回数では、「受診なし」が
10.7％、「年に１回から 2 回程度」が 22.2％、「年 3 回から 10 回程度」が 24.3％、「月に 1
回程度」が 32.2％で最多、「月に 2 回以上」が 10.3％（最低）を占めた。これら全体では、
年に 0 回から 10 回程度で受診する人が半数以上を占めた。これが、65 歳以上になると、

























厚生労働省が強調するのは、「2025 年問題」17）である。「ベビーブーム世代」が 2015 年







万人増、＋ 80％）、東京（85 万人増、＋ 38％）、神奈川（84 万人増、＋ 60％）、千葉（72
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が掲げる“Adherence to Long-term Therapies; Evidence for Action20）”の取り組みが挙
げられる。これによると、Asthma（喘息）と Cancer ― palliative care（癌；疼痛ケア）、
Depression（鬱病）、Diabetes（糖尿病）、Epilepsy（癲癇）、HIV/AIDS、Hypertension（高












③ Drug therapy ― utilization（投薬；安全な活用）
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